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「今後の県立高等学校の在り方に係る基本計画（第２期）」（素案）に係る 

県民意見募集（パブリックコメント）の結果について 
 

令和６年３月 
 

１　募集期間 

令和５年 11 月 20 日（月）～12 月 19 日（火） 

 

２　意見提出者数等 

84 人・125 件 

 

３　県民意見募集における意見及び対応 

 番号 意見 県の考え方・対応方針
関連する 
ページ

 １　計画の趣旨等

 

1

「広島県教育に関する大綱」に記載のある

「次代を担う子供たちが、生まれ育った環境

によって左右されることなく、また、障害の

有無にかかわらず、健やかに育ち、夢や希望、

高い倫理観や豊かな人間性を持ち、意欲にあ

ふれ自立した若者へと成長し、誰もが充実し

た生活を送る上で、活力ある社会を実現する

上で、自らの能力を伸ばし、社会において発

揮する機会は、誰もが等しく与えられるべき

ものである。」という考え方を、計画の趣旨に

据えていただきたい。

　御意見にある考え方は、本県教育全体を貫

く重要なものであると認識しています。 

　なお、この考え方については、本計画 12 ペ

ージ、「③多様なニーズに応じた教育機会の

提供」に記載しております。
p.1 

p.12

 

2

どこに住んでいても平等に高等学校教育

を受けることができ、生徒が自分の将来に希

望が持てるよう、県立高等学校の在り方を考

えていただきたい。

　引き続き、教育の機会均等の観点から、全

県的な視野に立ち、今後の中学校等卒業見込

み者数の推移、公共交通機関の利便性などの

地理的条件等を踏まえ、地域のニーズや生

徒・保護者の希望等に応えることができる県

立高等学校の適正な配置に努めてまいりま

す。

p.1 

p.20

 

3

記載内容には、広島県で取り組んできた人

権教育を否定しているようにも捉えられる

部分があるが、個人や少数者を大切にする人

権教育こそ教育の基本である。

　人権教育については、人権尊重の精神の涵

養を目的とし、学習指導要領等に基づき各教

科等の学習や道徳教育など、高等学校の教育

活動全体を通して適切に指導を行っている

ところです。

p.1

 

4

これまでの、広島県教育の成果や課題につ

いて整理するべきではないか。

　本県では、平成 26 年 12 月に「広島版「学

びの変革」アクション・プラン」を策定し、

全国に先駆けて、資質・能力の育成を目指し

た「主体的な学び」を促す教育活動を推進し

てきました。 

　その結果、「主体的な学び」が定着している

生徒の割合が着実に増加するなど、成果が表

れているところです。 

　引き続き、生徒の「深い学び」の実現に向

けた教育活動の充実を図ってまいります。

p.1 

p.5
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5

「知・徳・体」のそれぞれの面で着実に成

果が表れているとあるが、暴力行為の発生件

数、長期欠席者数、不登校児童生徒数が増加

しており、これまでの取組が生徒指導上の諸

問題の解決につながっていないのではない

か。

　近年、不登校生徒数の増加が続いており、

その要因は、本人や家庭の状況に加え、学校

における友人関係をめぐる問題や学業の不

振など様々であり、個々の状況に応じた支援

が必要であると考えています。 

　引き続き、こうした問題に応じてスクール

カウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ー等の専門家を加えた校内支援チームを編

成することや、関係機関等と連携するなどし

て問題が生起する背景を丁寧に探ることな

ど、児童生徒一人一人の特性を踏まえた、計

画的・組織的・継続的な指導・支援を行って

まいります。

p.1 

p.12

 

6

全国的に定員内不合格を出さないよう取

り組んでいる都道府県が多い中、広島県にお

いても同様の取組を進めてはどうか。

　入学者選抜は、各校長が法令に定められた

権限の下、自らの権限に基づいて、各高等学

校、課程、学科等の特色に配慮しつつ、当該

高等学校における教育を受けるに足る能

力・適性等を総合的に判断して合否の決定を

行うものです。 

　一方で、中学校卒業段階での進路未決定者

は減少傾向にあるものの、依然として一定数

いることは大きな課題であると認識してお

り、引き続き、進路未決定者の解消に向けた

取組を進めてまいります。

p.1  

7

公立高等学校として、定員内不合格を出し

続けるのは不適切ではないか。

 

8

県立高等学校の特色づくりばかりに注力

するのではなく、どの学校においても様々な

進路実現が可能となる多様な教育を提供す

るべきではないか。

　今後、県内の児童生徒数が減少する中にお

いても、地理的条件等にかかわらず、生徒が

自らの能力・適性、興味・関心、進路希望等

に応じた高等学校教育を受けることができ

る教育環境を整備してまいります。

p.1

 ２　社会の変化や高等学校教育を取り巻く状況（現状と課題）

 

9

日本で働く外国人労働者が増えている中、

今後どのように外国人と共に暮らしていく

のかといった観点も含めてグローバル教育

を進めていただきたい。

　今後、県内に在留する外国人とその子供の

数は一層増えていくことが見込まれており、

高等学校においても、こうした社会情勢の変

化を踏まえた対応が求められていると考え

ています。 

　こうした中、自分とは異なる他者の個性や

考え方、その背景にある伝統、文化などを柔

軟に受け入れていくことが重要であり、今

後、国内外の多様な人材とつながり、多様な

意見に触れる機会を創出し、多様な価値観の

受容につながる取組を積極的に推進してま

いります。 

　また、外国人生徒等に対する日本語指導を

一層充実させるなど、「学びのセーフティネ

ット」の一層の充実を図り、多様な観点から

のニーズに応じた教育機会の提供に取り組

んでまいります。

p.3 

p.10 

p.12

 

10

高等学校に入学する外国籍の生徒が増加

している中で、今後、どのように教育を進め

ていくのかが大きな課題である。
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11

少子化・高齢化の進行やグローバル社会が

到来している我が国において、一人一人が幸

せで安心して生活しつつ、社会を成長発展さ

せるために、どのような教育が必要かを考え

ていく必要があるのではないか。

　一人一人が幸せで安心な生活を実現して

いくためには、社会を持続的に発展させてい

く必要があり、一人一人の生産性向上と多様

な人材の社会参画を促進する必要があると

考えています。 

　そのためには、学校教育において、生徒一

人一人が自分のよさや可能性を認識すると

ともに、あらゆる他者を価値のある存在とし

て尊重し、多様な人々と協働しながら様々な

社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓

き、持続可能な社会の創り手になることを目

指すことが重要であり、その実現に向けた、

「主体的な学び」を促す教育活動の一層の充

実を図ってまいります。

p.2 

p.7～10

 

12

計画については、県立高等学校だけでな

く、地域の公共交通機関の状況も勘案した内

容としていただきたい。

　県立高等学校は、地域の高等学校教育を受

ける機会の確保や、地域の活性化に重要な役

割を担っているものと認識しています。 

　今後、各地域における県立高等学校の在り

方について、関係機関と連携しながら検討を

行ってまいります。

p.6～7 

p.22

 

13

小規模校では、生徒数が少ない利点を生か

し、デジタル技術を活用した新たな可能性を

模索する必要があるのではないか。

　１学年３学級以下の学校については、これ

までも、授業交流等による学校間の連携や地

域と連携した特色づくり等に取り組んでき

ました。 

　今後、各学校の更なる活性化に向けて、デ

ジタル技術の活用等を視野に入れた教育方

法についても検討してまります。

p.6～7 

p.21

 ３　県立高等学校教育の在り方

 

14

学校教育の目的は「人材」の育成ではなく

「人格の完成」であり、一人一人が大切にさ

れる社会を作るための担い手を育むことで

はないか。

　教育の目的については、教育基本法に規定

されているとおり、人格の完成を目指して行

うものであり、本県高等学校教育も、これを

前提として行われているものです。 

　こうした前提のもと、令和２年に策定した

本県の総合計画である「安心・誇り・挑戦　ひ

ろしまビジョン」においても、全ての施策を

貫く視点として「生涯にわたる人材育成」を

掲げており、本計画においても、県立高等学

校教育における人材育成として、「多様な人

材の育成」を掲げているところです。

p.7～8

 

15

学校は何よりも「人格の完成」を目標とす

べきであり、今後の県立高等学校の再編にお

いては、多様な生徒たち一人一人が安心して

通える学校という視点を中心に置くべきで

はないか。

 

16

社会で活躍できる人材を育成しようとし

ていることは理解できるが、教育は人格形成

のために行われるものであり、それが個人の

幸福に繋がることが第一義でなければなら

ない。

 

17

教育が県の成長や発展のためになる人材

育成を目的として行われると、そうできない

人を切り捨てることにつながるのではない

か。
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18

世界で活躍できる人材ばかりに目を向け

ると、一部のエリートの育成ということにな

りかねない。全ての子供たちの成長や進路の

保障、そしてその先にある幸せを願う高等学

校教育であってほしい。

　誰一人取り残さず、全ての生徒の可能性を

引き出す教育活動の充実を図っていくこと

について、「３　県立高等学校の在り方」の

「県立高等学校教育の目指す姿」に追記しま

す。

p.7～8

 

19

大学入学共通テストに関する塾や予備校

等の状況分析によると、県立高等学校の各科

目の平均点は、全国平均点の前後又はそれ以

下となっている。県立高等学校の生徒の学力

低下が顕著となっているのではないか。

　大学入学共通テストの結果のみをもって、

高校生の学力状況を判断することは難しい

と認識しておりますが、例えば、県立高等学

校卒業者（現役生）の国公立大学への合格者

数は、この５年間で約 150 人増加しておりま

す。 

　生徒数が減少していることも踏まえれば、

これまで進めてきた「高等学校課題発見・解

決学習推進プロジェクト」において授業改善

を進めてきたことにより、生徒の資質・能力

の育成が図られてきているものと捉えてお

ります。 

　今後も、生徒の「主体的な学び」を促す教

育活動を一層充実させ、生徒一人一人の進路

目標が実現できるよう取り組んでまいりま

す。

p.8～10

 

20

学校では、生徒に一律のルールや規則を課

し、主体的に行動させることを制限してお

り、そのような中、「主体的な学び」を推進し

ていくことは難しいのではないか。

　校則は、児童生徒が遵守すべき学習上、生

活上の規律として定められており、児童生徒

が健全な学校生活を送り、よりよく成長・発

達していくために、各学校が教育基本法等に

沿って教育目標を実現していく過程におい

て、児童生徒の発達階段や学校、地域の状況、

時代の変化等を踏まえて、設けられるもので

す。 

　現在、一定の期間が経過し、校則の意義を

適切に説明できないようなものについては、

絶えず見直しを行うよう指導しているとこ

ろです。この校則の見直しの過程に児童生徒

自身が参画することは、校則の意義を理解

し、自ら校則を守ろうとする意識の醸成につ

ながり、身近な課題を解決する「主体的な学

び」を促すことができると考えられます。 

　頂いた御意見については、今後の取組の参

考とさせていただきます。

p.8～10
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21

学校では従前と変わらない「一斉授業」が

行われている現状があるが、今後「主体的な

学び」や「個別最適な学び」を推進していく

ことは可能なのか。

「主体的な学び」や「個別最適な学び」

を推進していくためには、全ての教員が、

「本質的な問い」を設定する力やファシリ

テートする力、デジタル技術を活用した授

業スキルなどを身に付けていくことが重

要であると考えています。 

引き続き、大学や研究機関等とも連携し

ながら、県立高等学校の教員の資質・能力

や専門性の向上に向けた取組を着実に進

めてまいります。

p.8～10 

p.11

 

22

「一人一人の多様な個性・能力を更に生か

し、他者と協働しながら新たな価値を創造し

ていくことができる力の育成」は、高等学校

ではなく高等教育で行うことではないか。

　御意見にある力を育成するためには、初等

中等教育段階において、「個別最適な学び」の

推進や、グローバル社会における多様な価値

観の受容につながる教育活動の推進を図っ

ていく必要があると考えております。

p.10

 

23

デジタル技術の活用について、学校現場や

生徒だけに強制するのではなく、県教育委員

会においても、教職員研修をオンラインで実

施するなど、率先してデジタル技術を活用し

ていただきたい。

　県教育委員会が実施している各教職員研

修は、対象者に対して必要な研修内容を精選

して企画し、効果的な方法により実施してい

るところです。 

　引き続き、各教職員の資質・能力の向上に

資する研修を、デジタル技術を効果的に活用

しながら実施することで、教職員の資質・能

力の向上を図ってまいります。

p.11

 

24

県内の特別支援学級は年々増加し、特別支

援学校も分校化・新設が進められている中、

インクルーシブな教育環境を整備する必要

があるのではないか。

　インクルーシブ教育の視点を踏まえた教

育活動を充実させることについて、「３　県

立高等学校教育の在り方」の「目指す姿の実

現に当たって留意すべき事項」に追記しま

す。 

　本計画や「広島県特別支援教育ビジョン」

を踏まえつつ、高等学校における特別支援教

育の充実に努めてまいります。

p.12  

25

特別支援学校では、音楽・美術などの教科

について、当該教科を専門としていない教員

が指導している状況があることから、各専門

教科の教諭を配置していただきたい。

 

26

真に「誰もが等しく」とするのであれば、

朝鮮学校なども支援されるべきではないか。

　本計画は、今後の県立高等学校の在り方に

ついて、基本的な考え方を示すものとしてお

ります。 

　御意見を頂いたことについて、関係部署と

連携を図ります。

p.12

 

27

就学支援金は、所得制限を設けることな

く、全ての生徒を対象とするべきではない

か。

　高校生に対する就学支援金の所得制限を

廃止し、支給対象者を拡大することについて

は、多額の財政負担を要すると見込まれるこ

とから、全国知事会や全国都道府県教育委員

会連合会などと連携し、経済的支援の拡充に

ついて、国へ働きかけているところです。 

　引き続き、高校生に対する経済的支援の拡

充に向けて、国への働きかけなどに取り組ん

でまいります。

p.12
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28

「一人一人のニーズに応じて」や「個別最

適な学び」と、「小規模校では切磋琢磨できず

十分な教育効果を上げられない」という記載

は矛盾している。小規模校のよさを認め、大

切にしていくような計画にするべきではな

いか。

　いわゆる小規模校については、生徒一人一

人に目が届きやすく、きめ細やかな指導が行

いやすいなどのメリットがある一方で、在籍

生徒や教員が少ないなど、学校生活の中で他

の生徒の多様な考え方や価値観に触れる機

会が十分でないことや、部活動や学校行事な

どにおいて十分な選択肢が持てず生徒の活

動に制約が生じるなど、一定規模のメリット

を生かした活力ある教育活動を展開するこ

とが難しい状況があります。 

　県教育委員会では、高等学校教育の質的水

準の維持・向上の観点から、生徒が授業等に

おいて一定の選択幅を持つことができるこ

とが望ましいと考えており、そのためには一

定の学校の規模が必要であると考えており

ます。

p.12 
p.20

 

29

小規模校だからこそ、生徒たちは生き生き

と活動することができ、教職員や生徒同士で

関係を深めることを通して、人を思いやる力

や自分で考える力、夢に挑戦する力等の「生

きる力」を育むことができている。小規模校

でも教育効果は十分に上っているのではな

いか。

 

30

切磋琢磨する上で適切な規模の根拠が示

されていない。切磋琢磨することは、一定の

規模がなくても可能である。

 

31

デジタル社会を担う人材を育成するため

には、公費で各学校に高スペックのパソコン

を整備する必要があるのではないか。

　充実した教育活動を行い、十分な教育効果

を上げるために、学校の施設・設備は重要な

要素であると考えています。
p.12

 ４　県立高等学校の課程・学科等の在り方

 

32

広島叡智学園中・高等学校は、社会のニー

ズに応じて作られた学校なのか疑問に思う。

他県から入学した生徒を、広島県の税金で育

てていることになっているが、公立高等学校

の原則に立ち返る必要があるのではないか。

　県教育委員会では、全ての児童生徒の資

質・能力を育成する「学びの変革」を推進し

ているところであり、広島叡智学園中・高等

学校は、これを先導する学校として整備した

ものです。 

　当該校は、その成果を県内の国立や私立の

学校も含めて還元することにより、県全体の

教育水準の向上につなげる重要な役割を担

っており、全県的な「学びの変革」を進めて

いく上で、必要不可欠な存在であると考えて

います。

p.13

 

33

保護者負担で一人１台端末を購入させて

いるが、一人１台端末の費用は県費で賄うべ

きではないか。

　生徒一人１台端末については、学校の授業

だけでなく家庭での授業の振り返りや課題

研究など、常時生徒が自由に占有するもので

あり、生徒が個人で使用する副教材などと同

様に考えられることなどから、公費ではな

く、保護者負担で整備することとしていると

ころです。 

　なお、ＢＹＯＤの観点から、高校入学前に

個人で端末を所有している場合には、教育活

動上の支障がない限り、その端末の持込みを

認めるようにしております。

p.13
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34

家庭では購入した端末の管理が難しく、動

画等を視聴すること等により自宅学習が妨

げられている。

　一人１台端末を効果的に活用することで、

生徒の「主体的な学び」を促進させ、思考力・

判断力・表現力等をよりよく育成することが

できると考えております。 

　同端末の適切な使用に係る指導について

は、各学校においても行っているところです

が、各家庭においても適切な使用を呼びかけ

ていただくよう御協力をお願いいたします。

p.13

 

35

普通科では、必履修科目以外の科目の単位

数を柔軟に扱うことで教育課程に弾力性が

生まれ、特色化が進むのではないか。

　各高等学校における教育課程の編成に当

たっては、生徒の特性、進路等に応じた適切

な各教科・科目の履修ができるよう、多様な

各教科・科目を設け、生徒が自由に選択履修

することのできるよう配慮しているところ

です。 

　引き続き、総合的な探究の時間等を軸に教

科等横断的な学びに取り組むなど、生徒が多

様な分野の学びに接することができるよう

にしていくことを通して、各学校の魅力化に

取り組んでまいります。

p.13～14
 

36

ＳＴＥＡＭ教育等の文理融合的な学びは

重要だが、総合的な探究の時間はそもそも教

科横断的な学習活動であるし、国公立大学志

望者は文理どちらの教科・科目もしっかりと

学習していることから、教育課程に位置付け

るものではないのではないか。

 

37

学校のデジタル環境整備を進めていくた

めにも、情報に特化した学校や学科の新設を

検討するべきではないか。

　本計画では、職業系専門学科について、地

域のニーズ、生徒の興味・関心等を踏まえ、

ＡＩ／ＩｏＴ、５Ｇ等の技術革新の進展等に

対応するために必要な実践力の育成を図る

ことができるよう、必要に応じて、学科改編

を検討することとしております。 

　また、普通系専門学科で設置を検討するこ

ととしている学科において、デジタル技術を

活用して社会的課題を解決する力やその基

盤となる理数分野の素養など身に付ける学

びに重点的に取り組むことができるよう、

「４　県立高等学校学校の課程・学科等の在

り方」の記載内容を改訂します。

p.15～16

 

38

吉田高等学校に設置した「探究科」の成果

を、他の県立高等学校にも普及させるべきで

はないか。

　吉田高等学校の「探究科」では、医療や介

護、福祉、教育などの分野において、地域の

発展に貢献することのできる人材を育成す

ることを目的として、地域の医療や教育、福

祉等の関係機関と連携したり、伝統芸能等の

資源を活用したりしながら、あらゆる教育活

動において「探究」を意識した活動に取り組

んでいるところです。 

　このような学びの成果を踏まえながら、引

き続き、各県立高等学校の特色化・魅力化を

推進してまいります。

p.16～17
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39

「フレキシブルな学びを提供する学校」に

ついて、小規模な定時制課程の良さを活かし

た学校にしていただきたい。

　定時制課程・通信制課程については、多様

な背景を持つ生徒のニーズに応えることが

できるよう、全日制課程、定時制課程及び通

信制課程の枠組みに捉われないフレキシブ

ルな学びを提供する学校を新たに設置する

ことを検討することとしています。 

　当該校の規模、教育内容等については、定

時制課程・通信制課程に在籍している生徒の

状況等を踏まえ、今後検討してまいります。

p.17～18

 

40

定時制課程・通信制課程だけでなく、全て

の学校において、生徒が「自分のペース」で

学習を進め、進路希望を叶えることができる

ようにしていただきたい。

　高等学校には、大学等への進学を希望する

生徒、就職を希望する生徒、多様な学習スタ

イルや学び直しの機会を必要とする生徒な

ど、様々な目的や学習ニーズを持つ生徒が在

籍していると認識しています。 

　県教育委員会では、生徒一人一人の学習進

度や能力、関心等に応じて、多様な学びの選

択肢を提供することで、生徒が基盤的な学力

の習得を含め、主体的に学び続けることがで

きるよう「個別最適な学び」を更に推進し、

生徒が個性や特性に応じて、得意分野を更に

伸ばし、自信や意欲を持って苦手なことや新

しいことに挑戦できるようにしていきます。

p.17～18 

p.10

 

41

不登校児童生徒が増加している中、少人数

で安心して学ぶことができる定時制課程は

不可欠であることから、「フレキシブルな学

びを提供する学校」の設置については慎重に

検討するべきである。

　定時制課程・通信制課程については、引き

続き生徒の実態や学習ニーズに対応した教

育活動を推進していく中で、生徒を自立した

学習者として社会に送り出すために、生徒が

人間関係を築きながら、自己の良さや可能性

を認識し、多様な人々と協働する機会を、よ

り一層充実させていく必要があると考えて

います。 

　なお、定時制課程の統廃合については、生

徒の高等学校教育を受ける機会の確保に配

慮した上で、検討を行ってまいります。

p.17～18

 

42

自宅から通える範囲に定時制課程が無く

なることのないよう、定時制課程の統廃合に

ついては、慎重に検討するべきである。

 

43

広島みらい創生高等学校が設置される際

に統廃合された県立の定時制課程は、小規模

であることを生かした生徒との人間関係の

構築や粘り強い指導により、セーフティネッ

トとしての機能を果たしていたが、「フレキ

シブルな学びを提供する学校」として大規模

校になればそのような指導が困難になるの

ではないか。

 

44

東部地区で小規模の定時制課程を統廃合

して設置した芦品まなび学園高等学校は、教

員一人が担当する生徒数が格段に増えると

ともに、３部制ゆえに教職員同士の連携が難

しくなり、学校総体として生徒支援機能が低

下した。このことから、新たな「フレキシブ

ルな学びを提供する学校」の設置は慎重に検

討するべきである。
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 ５　県立高等学校の配置及び規模の在り方

 

45

高等学校で学ぶことを希望する子供たち

が、家庭の経済状況や遠距離通学等の状況に

より、学ぶことをあきらめてしまうことがな

いよう、県内全域にバランスよく高等学校を

配置する必要があるのではないか。

　教育の機会均等の観点から、全県的な視野

に立ち、今後の中学校等卒業見込み者数の推

移、公共交通機関の利便性などの地理的条

件、県立高等学校の学校規模、私立、市立及

び国立高等学校を含めた高等学校の設置状

況等を踏まえ、地域のニーズや生徒・保護者

の希望等に応えることができる県立高等学

校を適正に配置してまいります。 

　なお、再編整備を行うことにより、高等学

校への通学が困難となる地域が生じる場合

には、寄宿舎の整備など、生徒の高等学校教

育を受ける機会の確保に向けた検討を行い

ます。

p.20 

p.22

 

46

「公立高等学校」は、日本のどこにいても

同じ内容の教育が受けられるようにするこ

とが原則であり、生徒数の減少により募集停

止になることは理解できない。

　県立高等学校には、高等学校教育の普及及

び機会均等の確保の観点から、私立、市立及

び国立高等学校の配置状況を考慮しつつ、全

県的な視野に立って教育を提供することが

求められているものと認識しております。 

　今後、県内の児童生徒数が減少する中にお

いても、地理的条件等にかかわらず、生徒が

自らの能力・適性、興味・関心、進路希望等

に応じた高等学校教育を受けることができ

る教育環境を整備してまいります。

p.20 

p.1 

p.7

 

47

どの高等学校、どの課程においても、確か

な学力を保証し、一人一人の個性を伸ばし、

大学進学や就職などの進路希望が実現でき

る、豊かな教育を受けることができる教育環

境を整備する必要があるのではないか。

 

48

生徒減少期にこそ、広島県独自の加配など

により、少人数学級の実現を目指すべきでは

ないか。教育効果が高まるし、一定の学級数

も維持できる。

　本県の県立高等学校の学級編成について

は、国の法令に準拠しております。 

　学級編成の改善については、全国都道府県

教育長協会等を通じて、国に対して要望して

いるところです。

p.20

 

49

中山間地域の少子・高齢化や過疎化に更に

拍車がかかるため、学校の配置は現状維持が

よい。

　県立高等学校の配置については、高等学校

に入学を希望する生徒が、自分の能力・適性、

興味・関心、進路希望等に応じた、学校、課

程、学科等を選択することができるよう、公

立高等学校への入学状況を踏まえるととも

に、公共交通機関の状況や生徒の通学時間等

を勘案して検討することとしております。

p.20
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50

小規模校においても、個別最適な学びの視

点で発達障害の生徒の進学・就職に強いとい

った特色づくりに取り組むことができるの

ではないか。

　いわゆる小規模校については、生徒一人一

人に目が届きやすく、きめ細やかな指導が行

いやすいなどのメリットがある一方で、在籍

生徒や教員が少ない等のことから、学校生活

の中で他の生徒などの多様な考え方や価値

観に触れる機会が十分でないことや、部活動

や学校行事などにおいて十分な選択肢が持

てず生徒の活動に制約が生じるなど、一定規

模のメリットを生かした活力ある教育活動

を展開することが難しい状況があります。 

　県教育委員会では、高等学校教育の質的水

準の維持・向上の観点から、生徒が授業等に

おいて一定の選択幅を持つことができるこ

とが望ましいと考えており、そのためには一

定の学校の規模が必要であると考えていま

す。【再掲】

p.20

 

51

小規模校では、生徒数が少ないからこそ教

職員の支援が行き届いており、生徒一人一人

に「生きる力」を育むなど十分な教育効果が

上がっている実態がある。小規模校では「活

力ある教育活動を展開することが難しい」と

いう考えを改めるべきではないか。

 

52

生徒数が減少するのは、過疎化や学校の指

導力低下、地域住民の無関心が重なった結果

である。予算面での学校側の裁量を大幅に増

やすことで、立て直し方法の幅も広がるので

はないか。

　各学校の魅力化に係る取組が効果的に進

められるよう、地元自治体とも連携しながら

必要な支援を行ってまいります。 p.21

 

53

地元の地域や生徒のためにも、１学年１学

級規模校を無くさないでほしい。

　各学校において、活力ある教育活動を展開

するためには、学校の規模について、一定の

下限を設定する必要があると考えています。 

　そのため、本計画では、１学年１学級規模

の全日制高等学校について、２年連続して

「新入学生徒数が入学定員の２分の１未満

又は全校生徒数が収容定員の２分の１未満」

となった場合には、①近隣の県立高等学校の

キャンパス校、②中高学園構想への移行、③

統廃合（市町立学校としての存続を含む）の

いずれかとすることとしています。 

　なお、地域に他の高等学校がなく、他地域

への通学が極端に困難な学校が対象となっ

た場合は、別途検討することとしています。

p.21～22
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54

再編整備に係る基準が緩和されたことは

喜ばしいが、学校は持続可能な地域社会を創

る上で大きな意味を持つことから、基準の運

用についても慎重であってほしい。

　各学校において、活力ある教育活動を展開

するためには、学校の規模について、一定の

下限を設定する必要があると考えています。 

　なお、県立高等学校の再編整備を検討する

際には、児童生徒数の推移のみならず、地理

的条件など、学校が所在する各地域の実状に

配慮するとともに、県立高等学校が地域の高

等学校教育を受ける機会の確保や地域の活

性化に重要な役割を担っていることを踏ま

え、自治体内から県立高等学校が無くなるこ

とのないよう留意してまいります。

p.21～22

 

55

新たな再編整備の基準は、今後ますます人

口減少が予想される過疎地域においてはハ

ードルが高すぎるため、撤回してほしい。ま

た、過疎地域の生徒が、将来の夢や希望を持

って学べる特色ある学校づくりのために、県

教育委員会が最大限支援することを記載し

てほしい。

 

56

過疎地域の生徒の高等学校教育を受ける

機会が損なわれることのないよう、地域に学

校を残すことを計画に記載してもらいたい。

 

57

過疎地域で生活する上で、高等学校は地域

に無くてはならないものであることから、計

画から再編整備基準を削除してほしい。

 

58

生徒数の減少は将来的に避けられないが、

生徒数だけで学校の存廃を決定するのでは

なく、地域や同窓会の意見、中学生の状況、

学校の取組の状況等を踏まえて慎重に検討

するようにしていただきたい。

 

59

小規模校でも学校運営に一定の経費が生

じている状況や、教員不足が課題となってい

る状況を踏まえれば、基準どおり県立高等学

校の統廃合を進めるべきではないか。

　本計画の着実な実施に向けて取組を進め

てまいります。

p.21～22

 

60

現行計画における再編整備基準が、各方面

からの反対によってないがしろにされてい

る。入学者数が 20 人を下回るようでは、地

元からの支持があるとは言えないのではな

いか。

 

61

計画策定に係る議論の中で、中学生以下の

児童生徒やその保護者の意見が見られない。

高等学校が無くなると地域が衰退すると言

うが、卒業後に何人程度の生徒が地元に残る

のか。他県に後れを取らないよう、県立高等

学校の再編を進めていただきたい。
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62

中山間地域以外の地域に所在する県立高

等学校の募集停止については、唐突に決定す

るのではなく、学校関係者、地域住民との合

意形成を図る必要がある。また、１学年１学

級規模校のような具体的な「取組の方向性」

を記載すべきである。

　中山間地域以外の地域に所在する県立高

等学校については、生徒数の減少が進む中に

おいても学校数がほとんど変わっていない

状況であることから、本計画においても引き

続き、今後の生徒数の減少に対して、学校規

模に関わらず統廃合を検討することとして

おります。 

　今後、各地域における県立高等学校の在り

方について、地元自治体をはじめ、関係機関

とも連携を図りながら検討を行ってまいり

ます。

p.22

 

63

中山間地域以外の地域において統廃合を

検討する際には、「地元率」などの一面的なデ

ータだけによらず、多面的・多角的に学校の

状況を考察していく必要があるのではない

か。

　中山間地域以外の地域における再編整備

を検討する際には、近年の新入学生徒数や全

校生徒数の状況、近隣の高等学校の配置状況

及び生徒急増期における高等学校の設置状

況などを踏まえつつ、地元自治体など関係者

の意見を丁寧に伺いながら、それぞれの地域

にとってより望ましい高等学校教育の在り

方について検討してまいります。 

　その際、同じ中山間地域以外の地域に分類

される場合でも、自治体の人口規模など状況

が異なることに配慮してまいります。

p.22 

p.20

 

64

単に小規模校の統廃合を進めるのではな

く、「個別最適な学び」のモデルとなる取組を

充実させることについて検討されたい。この

ことにより、５ページに課題として示されて

いる事項の改善にもつながるのではないか。

　計画に基づく施策の実施段階において、御

意見も踏まえて取組を進めます。

p.22

 

65

一部の学校に入学希望者が偏らないよう、

一人でも多くの地元中学生が進学したくな

るような魅力ある高等学校づくりに努めて

いただきたい。

　「広島で学んで良かったと思える　広島で

学んでみたいと思われる　日本一の教育県

の実現」に向けて、生徒が未来に夢や希望を

持ち、自らの人生や新しい社会を切り拓く力

を身に付けることができる、魅力ある県立高

等学校づくりを進めてまいります。

p.22 

p.1

 参考資料

 

66

24 ページ以降、参考資料として様々なデー

タが掲載されているが、数字だけではなく、

学校現場の声を聞きながら対応を検討して

いっていただきたい。また、「グローバル」や

「デジタル」といったキーワードを多く用い

ているが、現場はついていけていないように

思う。

　計画に基づく施策の実施段階において、御

意見も踏まえて取組を進めます。

p.24～34
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　※　県民意見募集（パブリックコメント）でいただいた御意見のうち、内容について原文を一部要約　　

又は分割して掲載しています。 

なお、具体的に内容を判断できなかったものについては、掲載していません。

 番号 意見 県の考え方・対応方針
関連する 
ページ

 その他

 

67

入試制度の改革により、中学校の教員は自

己表現の指導で忙しくなり、生徒も１日で５

教科の定期考査を受けさせられるなど苦痛

を感じ、成績を落としている。また、中学３

年生になって頑張ればよいと考える生徒も

現れている。このような状況を知っていただ

きたい。

　自己表現の実施、一次選抜第１日の時程及

び調査書の在り方については、令和５年８月

に公表した「新しい広島県公立高等学校入学

者選抜制度に係る成果と課題について」にお

いて整理し、お示ししたところです。 

　引き続き、学校、保護者等に対する新制度

の丁寧な周知、関係機関等との連携を図るこ

とで、よりよい公立高等学校入学者選抜の実

施に努めてまいります。

－

 

68

公立高等学校入学者選抜の合否判定に欠

席日数が考慮されなくなったことや、自己表

現の評価が面接教員の気分次第となってい

るのは理不尽ではないか。

 

69

教職員の長時間勤務の解消や業務改善等

は喫緊の課題であり、全ての教職員が力を最

大限に発揮できるよう、「働き方改革」推進に

向けた実効性のある具体策を講じるべきで

ある。

　令和５年３月に改定した「学校における働

き方改革取組方針」では、子供と向き合う時

間の確保と超過勤務の縮減を目標に掲げて

いるところです。 

　この取組方針に基づき、「学校・教員が本来

担うべき業務に専念できる環境の整備」、「部

活動指導に係る教員の負担軽減」、「学校にお

ける組織マネジメントの確立」、「教職員の働

き方改革に対する意識の醸成」の四つの視点

を柱として、実効性のある取組を進めてまい

ります。

－

 

70

「働き方改革」の推進について明記し、全

ての教職員一人一人が、持っている力を最大

限発揮できるよう取組を推進する必要があ

る。また、デジタル技術を活用した授業スキ

ルの向上のために、丁寧な研修等の手厚いケ

アや、専門的な人材の配置等が必須である。

　教育のデジタル化の推進に当たって、各学

校の推進担当教員を対象とした研修や、指導

主事の学校訪問による指導・助言を実施する

とともに、デジタル活用支援のためのヘルプ

デスクを設置しているところです。 

　今後も、各学校が求める必要な支援を講じ

てまいります。

－


